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１　はじめに：地域リハビリテーション
の概念及び用語の定義
　リハビリテーションは、「医学的リハビリテー
ション」「教育リハビリテーション」「職業リハビ
リテーション」「社会リハビリテーション」「リハ
ビリテーション工学」から構成され1)、対象者の
生活をあらゆる面から支援するものである。また、
「地域リハビリテーション」は、「障害をもつ人や
高齢者およびその家族が、住み慣れたところで、
そこに住む人々と共に、一生安全にいきいきとし
た生活が送れるよう、医療や保健、福祉および生
活にかかわるあらゆる人々や機関・組織がリハビ
リテーションの立場から協力しあって行う活動の
すべてをいう」（日本リハビリテーション病院・
施設協会，2001）2)と定義されている。一方、理
学療法（以下、PT）や作業療法（以下、OT）な
どの医学的リハビリテーションを狭義の支援セン
ターリハビリテーションとすることもある。
　本稿では、「地域リハビリテーション」は、日
本リハビリテーション病院・施設協会の定義に従
い広義のリハビリテーションを指し、その他の「リ
ハビリテーション」は、PTやOT等の狭義のリハ
ビリテーションを指すこととする。
２　背　景
２．１　成人期を迎えた重症心身障害者等が
抱える問題
　成人期を迎えた重症心身障害者（以下、重心
者）や脳性麻痺等の身体障害を伴う先天疾患をも
つ者、加齢による身体機能低下をきたした知的障
害者等（以下、重心者等）は、変形の悪化、加齢
に伴う機能低下等の身体的な問題が生じる。加え
て、装具や車椅子の不適合、高等学校卒業後の環
境の変化、また多くの場合介護者である両親の加
齢に伴う介護力の低下等の介護環境を含む環境面
の問題を抱えている。
　一方で、重心者等の医療機関との関わりの低下
が報告されており3)、それと同時に高等学校等で
もたれていた自立活動教諭、理学療法士（以下、
RPT）や作業療法士（以下、OTR）による関わ
りも乏しくなる。そのため、前述したような様々
な問題を抱えながら、幼少期のように医療専門職
に相談できる場がない場合が多い。
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２．２　制度上の課題
　わが国では、RPTやOTR等の医療専門職によ
るリハビリテーションサービスは、図1のような
制度の下で実施されている。
　現状では、療育、福祉、保健の分野に挙げられ
ているリハビリテーションサービスの提供体制は
地方自治体の裁量による格差が大きく、財源の裏
づけも十分ではないなど、十分な均霑化が図られ
ていないという課題がある。
　また、医療に関しては、重心者等を対象とする
リハビリテーション診療報酬は他の疾患に比較し
て低く、さらに一定期間を超えると保険点数が低
くなる逓減制等により、経営上の問題で一定規模
以下の医療機関では長期的に受け入れることが困
難であることが多い。
２．３　千葉県市川市の現状と課題
　市川市は、千葉県の西部に位置し、江戸川を隔
てて東京都と相対する、人口約47万人の市である。
古くからの街並みが残る地区では高齢化がみられ
るのと同時に、湾岸部にかけては都心部のベッド
タウンとして多くの子育て世代が居住する特色を
持つ。
　市川市の障害福祉行政では、特別支援学校卒業
者に関しては在宅者を出さないという方針のも
と、日中活動の場としての通所施設の充実と、就
労支援に力を入れてきた経緯がある。平成24年６
月時点で54か所の通所施設のほか、34か所の共同
住居（グループホーム等）、市単独の就労支援セ
ンターや基幹型支援センター、県単独の中核地域
生活支援センター、国・県事業の障害者就業・生
活支援センターなど、日中活動や就労、相談に関
する資源は県内他市に比べて豊富に存在してい
る。その半面、入所施設は１施設のみであり、短
期入所や医療的ケアを備えた一時預かりのサービ
スなどは資源が乏しく、その提供体制の整備が課
題となっている。
　平成19年当時におけるリハビリテーション提供
体制はどうであったかをみると、医療保険や介護
保険によるリハビリテーションサービスの他、運
動発達等に課題がある０歳から18歳までの乳幼児
及び児童、学童に対しては、市のこども発達セン
ターにてPT及びOT等のサービスを行っている。
その一方で、18歳以上の重心者等が継続的にリハ
ビリテーションを受けられる場は、重症心身障害
者通園事業や地域活動支援センターⅡ型、また市
の保健センターにおける老人保健法を根拠とする
集団機能訓練などがあった。しかし、いずれも対
象者が限られていたり、専門職が配置されていな
い等の事情により、比較的若年層（18歳から40代）
 
図 1 医療専門職によるリハビリテーションの制度上の位置づけ 
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の重心者等は、前述したように継続的な受入れが
難しい中でも医療機関でPT及びOTを受けるか、
そのような場を持てずに生活していた。
３　取り組み（事業）の目的
　そこで市川市福祉部障害者支援課では、障害者
のQoLの向上を目的に、18歳以上の重心者等に継
続的なリハビリテーションの場を整備するため、
モデル事業（身体障害者機能リハビリテーション
モデル事業）を実施した。そして、その成果を踏
まえつつさらに「地域リハビリテーション」の考
え方を導入した地域リハビリテーション体制整備
事業を行ってきたので、その経過と展望について
報告する。
４　取り組み内容と経過
４．１　現在の利用者
　平成24年12月現在、本事業では60名が利用者と
なっている。主な疾患は、脳性麻痺、運動発達遅
滞、頭部外傷後遺症等である。利用者の年齢は、
19 ～ 29歳30名、30 ～ 39歳13名、40 ～ 49歳14名、
50 ～ 59歳２名、60 ～ 64歳１名である。
４．２　事業展開（図２）
４．２．１　第一段階（モデル事業期）
　平成20年11月より、市内在住しており18歳以上
40歳未満である重心者等（当時は、40歳以上の方
は介護保険の第２号被保険者または保健事業の対
象という整理をしていた）を対象とし、週2日、
非常勤のRPTとOTRを配置してモデル事業を開
始した。実施場所は、市町村障害者相談支援事業
所である「市川市障害者地域生活支援センタ （ー以
下、支援センター）」の１室を活用した。当初は
通所によるPT及びOTを、嘱託医の指示に基づき
１回１時間で、利用者一人当たり月に１～２回程
度実施した。その後、平成22年３月までのモデル
事業期間中の利用者実人数は26名であった。事業
開始当初、担当スタッフの認識は「こども発達セ
ンターの卒業生に、引き続きリハビリテーション
サービスを提供する」という程度であったが、実
際にモデル事業を実施していく中で、「支援セン
ターまでの通所が困難な方がいる」「この事業形
態では十分な機能維持を図れないのではないか」
といった課題が浮上してきた。
４．２．２　第二段階（地域体制整備事業転換期）
　モデル事業での課題を踏まえ、日中活動の場で
ある地域活動支援センター及び生活介護施設等へ
の巡回指導と在宅訪問の必要性を認識し、平成22
年４月からの本格実施にあたっては、通所に加え
て日中活動の場の巡回指導及び戸別訪問を含めた
サービス提供へと事業体系を発展させた。
　また一方で、大阪府大東市の事例を視察する機
会を得た。同市では、常勤雇用のRPT及びOTR
が一つの部署に所属し、子どもから高齢者まで一
貫して、医療、保健、療育、介護領域を超えて関
わることができる体制が取られていた。また、多
くの障害当事者団体やボランティア団体が自主的
な活動により健康増進や維持に取り組んでおり、
RPTやOTRはその活動を後方支援する形で必要
に応じて指導等の介入を行っていた。そこで、こ
の事例を参考に、対象者の年齢や日中活動の場を
どこにおいているかに関わりなく、かつ対象者の
最も身近に関わる人々を「地域リハビリテーショ
ン」の担い手とし、リハビリテーション専門職は
その技術的支援やコーディネーターとして位置づ
けられるような体制を整備することを目的とし
て、事業名を「身体障害者地域リハビリテーショ
ン体制整備事業」とした。
　また、平成22年度より、本事業の趣旨に照らし
て、千葉県の「障害児等療育支援事業（外来療育
支援事業、訪問療育支援事業、施設支援指導事業）」
を受託することとした。
　平成22年度の実績は、利用者39名であり、通所
308件、巡回97件、戸別訪問２件であった。
　施設巡回を始めたことにより、より身近な場で
のリハビリテーションが提供される体制整備に踏
み出すことができたが、一方で「現利用者が40歳
に達したときに、引き続きリハビリテーションを
提供する制度がない」「施設等においても、40歳
を超えてリハビリテーションの必要性がありなが
らサービスに結びついていない方がいる」「効果
測定をどのように行うか」「目標設定をどのよう
に行うか」といった新たな課題も挙がってきた。
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４．２．３　第三段階（事業拡大期）
　第二段階での課題を踏まえ、平成23年４月より、
対象年齢を介護保険事業（第１号被保険者）の対
象となる65歳未満まで引き上げた。サービス形態
（通所、施設巡回、戸別訪問）については、当初
は年齢層によって使い分けることも想定したが、
年齢層にかかわりなく必要に応じて適切なサービ
ス形態が提供されるようにするという整理を行っ
た。さらに、効果測定については、FIMによる
ADL評価もしくは変形の進行度という指標を用
いて利用者のニーズに応じた評価を行い、その妥
当性について検証していくこととした。
　また、目標設定については個別計画書（リハプ
ラン）を作成して利用者・家族・施設職員等と共
有することとした。
　平成23年度の実績は、利用者57名であり、通所
401件、巡回78件、戸別訪問２件であった。
４．３　現在（平成24年度）の事業内容
　事業の流れは次の通りである。本人、家族、施
設職員等からリハビリテーションが必要との連
絡を受けると、本事業RPT若しくはOTRが本人
及び家族等に対しインテイク面談を行う。そし
て、嘱託医の診察を経て、指示に基づきRPT及
びOTRがサービスを提供する。その際、施設職
員等と目標共有できるよう協議した上で個別計画
書（リハプラン）（図３）を作成し、本人と家族
に説明する。また、１年ごとに再評価結果から目
標やアプローチ内容及びサービス形態を見直した
上で個別計画書を再度作成し、サービス提供を継
続する。
個々のサービス内容について、以下に詳細を述べ
る。
４．３．１　通所による理学療法および作業療法
　嘱託医の指示に基づき、月１～２回または数ヶ
月に１回、支援センターにて１時間程度のPT若
しくはOTを実施する。
　アプローチの目的は、基本動作能力の改善（座
位及び立位の姿勢と保持能力の改善、歩行能力の
向上等）、応用動作の改善及び獲得、疼痛の軽減、
全身状態の管理、座位保持装置や車椅子、装具の
修理及び作成、介助方法の指導、体調管理のため
の自主トレーニングの指導等である。
　なお、送迎は行っておらず、自力通所できる利
用者も数名いるが、多くの利用者は家族または移
図２ 市川市地域リハビリテーション体制整備事業の事業展開 
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動支援事業者による送迎により通所している。
４．３．２　日中活動の場の巡回
　市内の地域活動支援センター及び生活介護施設
等にRPT若しくはOTRが巡回を行う。平成24年
12月現在、11施設に巡回している。事前に施設職
員と連絡を取った上で、１回の巡回につき数名の
対象者を施設職員が選定し、生活場面での評価及
び施設職員への助言や指導、本人の身体機能への
アプローチ、環境設定等を行う。各施設の巡回頻
度は対象者の数によるが、概ね月１回から半年に
１回程度である。
　アプローチの目的は、応用動作の改善（作業、
仕事、食事、トイレ動作等）、施設職員への介助
方法及びストレッチ方法等の指導、体調管理のた
めの自主トレーニングの指導、環境設定等である。
評価及び指導を行った後、利用者毎の記録を行い、
提案及び指導内容を施設職員と共有する。次回の
巡回までにその提案及び指導内容に対する実施状
況や疑問・感想などを記載してもらい、再度チェッ
クを行う形で進めている。
４．３．３　戸別訪問
　送迎や本人の体調など何らかの理由で通所でき
ない場合と、その他必要な場合に自宅訪問を実施
している。
　アプローチの目的は、通所できない場合には通
所の目的に準ずるものであり、その他必要な場合
には、住宅改修等の相談や評価及び検討、家族へ
の自宅での介助方法の指導、環境設定等である。
　ただし現状では、通所や施設巡回での利用者に
ついて、居宅での評価や指導が必要な場合に訪問
をするという形でのみ実施しており、日中活動の
場に繋がりを持たない在宅者への訪問については
今後の課題となっている。
４．３．４．　装具および車椅子や姿勢保持装置の
作成や修理
　成長に伴い、装具及び車椅子や座位保持装置の
不適合が生じるケースがしばしば見受けられる。
そのような場合には、個別に業者と連絡を取り、
通所や施設巡回時に業者が同席の上、評価や検討
を行い作成及び修理を行っている。
４．３．５　個別計画書（リハプラン）の活用
　リハビリテーションサービスを提供する際に、
関わりの目的や目標を明確にするため個別計画書
（リハプラン）（図３）を作成している。作成にあ
たっては、利用者本人、家族や施設職員と相談し、
十分な説明を行っている。また、１年ごとに再評
価結果から目標やアプローチ内容及び方法（通所
や戸別訪問の必要性等）を見直した上で個別計画
書を再度作成し、サービス提供を継続する。
　本事業では継続的なリハビリテーションを提供
しているが、この個別計画書を作成することで、
現在のニードや目標、適切なサービス形態を明確
にすることができた。このことにより、効果の向
上と、利用者本人、家族、施設職員の意欲向上が
図られている。
５　これまでの成果
　客観的な成果の提示には依然として課題が残さ
れているが、モデル事業と本事業合わせて４年余
りの実施による成果を以下に挙げる。
　利用者本人に関しては、姿勢の改善、痛みの軽
減、動作能力の向上が時にみられ、加齢に伴う身
体機能低下を緩和できている。
　家族からは、利用者の体の変化を介助時に感じ
ているとの声が聞かれる他、継続的にセラピスト
が関わることに安心感があり、日中活動の場の職
員や環境が変化したことに対して評価する声も聞
かれる。
　巡回先の施設職員に関しては、介助方法や関わ
りの改善が見られている。また、当初は本事業の
RPTやOTRから施設職員に対して一方的に介助
技術等を教える、教わる関係であったが、今では
支援目標を相談の上で決めるようになる等、意識
の向上や関係の変化も見られている。
　さらに、こうした成果が利用者、家族、関係者
の間で実感されることにより、地域におけるリハ
ビリテーション専門職の位置づけや、行政施策と
しての認知度が高まっていることも挙げられる。
今後は、このような成果を客観的に示せるよう方
法等の検討をしていきたい。
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６　現在の課題
６．１　「地域リハビリテーション」の普及
　利用者や家族はもちろんのこと、福祉サービス
事業者など関係者にとっても、「地域リハビリテー
ション」の概念はなじみが薄いため、まずは日中
活動の場である施設への巡回指導という方法を通
じて、その効果を実感してもらうことから普及を
はかってきた。
　これまでの成果として、先に述べたように利用
者本人や家族の変化、施設職員の介護方法や関わ
り方の改善が見られているが、今後はこのような
成果を客観的に示すとともに、定期的な研修会や
協議の場を活用して、利用者や家族をはじめとす
る関係者のエンパワメントをはかることが地域リ
ハビリテーションの普及には必要だと考えてい
る。
６．２　効果測定に関する課題
　平成23年度の事業実施より、FIMによるADL
評価及び胸郭や脊柱の変形進行度という尺度を用
いて効果測定を行っているが、「利用者の実態に
そぐわない」「実施方法が煩雑」などの理由から
あらためて測定方法を見直す必要が生じている。
６．３　体制整備に関する課題
　対象者の年齢や日中活動の場をどこにおいてい
るかに関わりなく、包括的かつ継続的にリハビリ
テーション専門職が関わり、より身近な場で継続
的なリハビリテーションが提供される体制を整備
していくことを目指して本事業を開始した。
　このことの背景には、様々な制度による「リハ
ビリテーション」が混在している中で、相互の役
割分担が不明確になっている現状がある。その例
として、医療機関でのリハビリテーションと本事
業のサービスを重複して受けている利用者がい
る。先に述べたように、診療報酬体系等の影響で
医療機関では継続したリハビリテーションを受け
にくい現状にある中で本事業を開始したが、こう
した利用者に関しては、医療機関と本事業のそれ
ぞれがどのような役割を担い、どのような目的で
サービスを提供するのかを個別に協議する必要が
あると考えている。ただし現状では直接協議する
場を設定することは難しく、利用者や家族を通し
ての相談や文書を通じてのやり取りに留まってい
る。
　このような背景のもと、今後地域全体にどのよ
うに体制整備すべきかといった課題がある。市川
市の行政組織としては、療育はこども部に、医療
（リハビリテーション病院等）や保健は保健スポー
ツ部に、本事業が行われている障害者支援課や高
齢者支援課は福祉部に所属しており、また各所管
事業が個別に実施され連携が乏しい現状では、一
貫して相互に連携しながらサービス提供すること
は容易ではない。
　また、そのような環境の中で、連携に向けて誰
がいつどのように音頭を取るのかも問題である。
今後は、地域の医療機関等も含めてリハビリテー
ション専門職との関係を構築し、長期的な視点を
持って取り組む必要があると思われる。また、地
域リハビリテーションの考え方に基づき、身近な
担い手の育成や組織化、既存のサービス資源との
連携をはかっていくことが必要である。
６．４　専門職の継続的な確保
　利用者数や必要な通所及び巡回訪問件数の関係
により、現在は週に２日間非常勤職員により事業
を実施しているが、今後の利用者受け入れ増加に
伴い本事業の趣旨を理解し、推進するRPT及び
OTRを継続的に確保することが課題となってい
る。専門職を継続的に確保することにより、前述
したように地域リハビリテーションの体制を整備
するため、他機関のリハビリテーション専門職や、
地域の担い手とも長期的な視野を持って関係を構
築することが可能となる。そのためにも、専門職
の安定した人材配置が望まれる。
７　課題への対応と今後の展望
　「地域リハビリテーション」概念の普及と地域
の担い手の育成、組織化をはかるため、既に市川
市にて組織されている「重症心身障害児者サポー
ト会議」と連携しながら、介護・訓練技術の研修
会を開催するなどの取り組みを進めているところ
である。
　また効果測定については、簡易かつ客観的に効
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果を実証できる手法を検討中である。
　他機関との連携については、個別の利用者に関
してはもちろんのこと、単にリハビリテーション
サービスを提供する事業にとどまらず、支援セン
ターで実施している市町村相談支援事業や、地域
のリハビリテーション関連組織などあらゆるチャ
ンネルを活用して、組織的な関係づくりを進めて
いく。そのことにより、本来この事業が目指すと
ころの「こどもから高齢者まで切れ目なく、生活
にかかわるあらゆる場で一貫して地域リハビリ
テーションが行われる体制づくり」が可能になる
と考えている。
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